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	処分の概要
	交付決定の取消し等

	例規名
根拠条項
	交野市企業立地促進条例　第16条

	例規番号
	令和元年条例第31号

	【根拠条文】
(交付決定の取り消し等)
第16条　市長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、第14条第1項に規定する奨励金の交付の決定を取り消すことができる。
(1)　交付対象期間内に奨励の対象となる事業所等における事業の全部又は一部を休止し、又は廃止したとき。
(2)　虚偽その他不正の行為により奨励金の交付の決定を受けたとき。
(3)　この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。
(4)　市税を滞納しているとき。
(5)　前各号に掲げるもののほか、奨励金の交付決定後において、奨励金の交付を行うことが不適当であると市長が認める事由が生じたとき。
2　市長は、前項の規定により奨励金の交付決定を取り消した場合において、指定事業者が既に奨励金の交付を受けているときは、その全部又は一部の返還を命ずることができる。

【基準】
根拠条文に同じ。
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